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る周辺社会に対するネガティヴな評価や、漢
文化をコードとした異質文化への差別現象、
いわゆる民族問題のほとんどが先入観による
差別問題により引き起こした問題です。また、
国民国家建設の浸透段階として、国家主義に
よる少数民族地区の資源開発やそれに関係す
る利益分配に生じた課題も取り上げます。 
しかしながら、それと同時に、現在、高度
な経済発展を遂げており、浸透・標準・大衆
参加という三つの段階が混成する現象が現れ
てきた多民族国家中国は、今後、どのような
方向に向かってゆくのか、また、これまで通
りに独自の形で国民国家建設の目標を実現し
ていくか、については報告者が興味津々で見
守っていくつもりです。 
そして、日本に関しては、過去につながる
在日韓国人への差別、ヘイトスピーチや、2016
年 6月の自衛隊メンバーの沖縄住民に対する
“土人”“土俗”や“支那人”のような差別
的用語、日本的であるかというコードによる
外国人への目線、地方自治体に採択されてい
る移民集団に対する福祉政策に対した一部地
元住民からの反発等も例として取り上げます。 
とりわけ高齢化社会にある日本の場合は、
労働力として移民の受入を増加させる政策の
在り方が本格的に問われる段階を迎えている
と思います。もちろん、移民受け入れに関し
ては、高度な専門技術を持つ移民を受け入れ
たことは、日本の経済発展にはプラスの影響
を与えることは否定することはできませんが、
しかしながら、イギリスやアメリカ等の先進
国のように、国民統合の一環としての経済的
平等化ということは、現実には外国人と在来
の国民との間の賃金格差を生み出してしまう
現象が外国人移民を迎えつつある日本にも現
れる可能性が高い、このような現象をどのよ
うに解消しますか、今後日本の政策環境につ
ながると思い、報告者の最も関心を寄せる考
察対象になります。 
現在日本は多文化共生政策について、多文
化主義か同化主義かは両主義を取ることは明
示されていないし、また、沖縄の地域集団や
北海道のアイヌ人集団および外国人というエ
スニシティに関しても、移民を受け入れる政
策は国との連携なしに、もっぱら地方自治体
に委ねられているように見えますが、アメリ
カの政治学者ミシェル・ヴィオル氏の「今や
日本はモダニティの今後の変化を問う格好の
実験室とみることができる」という言葉の通
り、多文化共生を容認してきた日本は、欧米
とは異なる外国人・移民政策をとることが可
能でしたら、国民国家建設に関係する新しい
多民族・多文化共生社会のモデルを提供する
ことも可能であろうと期待しております。 
以上、ご清聴をありがとうございました。 
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